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中津川市窓口等業務委託事業プロポーザル実施要領 

 

１．趣旨 

 中津川市（以下「市」という。）が受託者に委託する「中津川市窓口等業務委託事業」

（以下「本業務」という。）について、市と契約する意思のある事業者に対し、業務実施

の能力等の審査を公募型プロポーザルにより行い、最も業務の遂行に適格と判断される

事業者を選定するために行う企画提案競技に関する必要事項を定めるものである。 

 

２．事業概要 

（１）業務名 

中津川市窓口等業務委託事業 

（２）内容 

別添「中津川市窓口等業務委託事業企画提案仕様書」のとおり。 

（３）契約期間 

   契約の日から令和１１年３月３１日まで 

   ・準備期間：契約の日（令和８年１月中旬（予定））から令和８年３月３１日まで 

   ・履行期間：令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

   ・ただし、令和１１年４月１日以降の本事業受注者が上記受注者と異なる場合に 

は、事務引継ぎのための契約を改めて締結する（契約期間、履行期間ともに： 

令和１１年４月１日から令和１１年９月３０日）。 

 （４）提案上限額 

（消費税込） 

ただし、各年度にかかる支払い額の上限額（消費税及び地方消費税を含む）は次

のとおりとする。 

・令和７年度            ０円 

・令和８年度  １０８，１０８，０００ 円 

・令和９年度  １０８，１０８，０００ 円 

・令和１０年度 １０８，１０８，０００ 円 

・令和１１年度 ５４，０５４，０００（半額）円 

・金額は提案内容の規模を示すためのものであり、契約時の予定価格を示すもの

ではない。 

・提案上限額は、前事業者からの事務引継に係る経費も含む。 

 

３.参加資格 

本プロポーザルに参加しようとする者（以下「提案者」という。）は、次に掲げるすべ

ての要件を満たす者とする。 

① 令和７年度中津川市入札参加資格者名簿に登録されている者で、公告から契約締結

日までの間、中津川市において指名停止又はそれに準ずる措置を受けていないこと。 

② 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定にいずれも該当し
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ない者であること。 

③ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更正手続き開始の申し

立てがなされている者でないこと。 

④ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定による再生手続き開始の申し

立てがなされている者でないこと。 

⑤ 国税及び地方税の滞納がないこと。 

⑥ 岐阜県、愛知県、三重県、静岡県いずれかに本社、支社、営業所又はグループ会社が

あること。 

⑦ 岐阜県内の自治体で戸籍、住民票関連及び国民健康保険、年金関連窓口業務受託の

実績を有し、本業務を遂行するに十分な能力を有していること。 

⑧ プライバシーマークの認定を取得していること。 

 

４.基本事項 

提案にかかる基本事項は以下のとおりである。 

① 事前説明会は、行わない。 

② 参加者は、複数の企画提案をすることはできない。 

③ 本提案にかかる経費は、提案者負担とする。 

④ 参加申込後に辞退する場合は、辞退届【様式４】を提出すること。 

⑤ 提案書提出期限後の書類の追加・修正・差替はできない。 

⑥ 質問は指定日までに電子メールで受付け、後日、電子メールにて回答する。 

⑦ 本審査は、企画提案書及びプレゼンテーションにより行う。 

⑧ 資格審査及び本審査の結果は、個別に通知する。 

⑨ 提出された書類は、返還しない。 

⑩ 提出された書類は、当該審査以外の目的で提案者に無断で使用しない。 

⑪ 提案者は、業務の遂行上知り得た内容を他人に漏らしてはならない。 

⑫ 本プロポーザルに係る情報公開請求があった場合は、中津川市情報公開条例に基づ

き提出書類を公開する場合がある。 

⑬ 提出書類の著作権は、提案者に帰属する。ただし、本市がプロポーザルに関する報告、

公表等のために必要な場合は、提案者の承諾を得ずに提出書類の内容を無償で使用

できるものとする。 

⑭ 提案者が１者のみの場合でも審査を行い、必要な条件を満たさなければならない。 

⑮ プロポーザルの実施後に契約候補者に選定されたとしても、その後の契約に向けた

交渉がまとまらない場合、市側の決裁権者が認めない場合や予算が議決しなかった

場合等、契約まで至らないことがある。 
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５.スケジュール 

 実施内容 日程・期限 

１ 公募開始 令和７年６月３０日（月） 

２ 質問受付期間 ７月１１日（金）午後５時まで 

３ 質問回答期日 ７月１８日（金） 

４ 参加申込期限 ７月２５日（金）午後５時まで 

５ 企画提案書提出期限 ８月１３日（水）午後５時まで 

６ プレゼンテーション ８月２０日（水） 

７ 審査結果通知 ８月２９日（金）予定 

８ 契約 令和８年１月中旬予定 

９ 業務開始 令和８年４月１日（水） 

 

６．提出書類等 

提出書類は次のとおりとする。各様式に従い期限内に必要な書類を本要領 11 に記載

する本事業の事務局に提出すること。 

（１）参加申込書等の提出 

提出期限  令和７年７月２５日（金）午後５時（必着）※土日・祝日を除く 

提出書類  ・参加表明書【様式２】 

・事業者概要書【様式３】 

提出方法  持参又は郵送での提出とする。 

※郵送の場合は配達されたことが証明できる方法とすること。 

（２）質問の提出 

提出期限  令和７年７月１１日（金）午後５時（必着） 

提出書類  質問書【様式１】 

提出方法  電子メールにて送信すること。 

回  答  電子メールで随時行う。なお、全員に周知が必要なものであった場

合は、随時その質問及び回答の内容を参加申込者全員に送信する。 

※ 提出期限以降に提出された質問、規定する様式や方法によらない質問は、一切受

け付けない。 

（３）提案辞退 

提出期限  令和７年８月１３日（水）午後５時（必着）※土日・祝日を除く 

提出書類  辞退届【様式４】 

提出方法  持参又は郵送での提出とする。 

※郵送の場合は配達されたことが証明できる方法とすること。 

（４）企画提案書等の提出 

提出期限  令和７年８月１３日（水）午後５時（必着）※土日・祝日を除く 

提出書類  ア.企画提案書提出届 【様式５】 

イ.企画提案書【任意様式】 
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ウ.業務実施体制【任意様式】 

エ.参考見積書【任意様式】 

オ.会社概要【任意様式】 

カ.業務実績【任意様式】 

キ.プライバシーマークを取得していること及び更新回数を証明す

る書類 

提出方法  持参又は郵送での提出とする。 

※郵送の場合は配達されたことが証明できる方法とすること。 

提出部数  ８部（押印した正本１部、副本７部）及び電子ファイルを格納した

DVD-R 等１枚 

参考資料  会社の概要がわかるパンフレット等（必要に応じて添付可） 

注意事項  書類・図面はＡ４様式を原則とし、Ａ３の場合はＡ４に折りたたむ

こと。 

 （５）書類の記載内容 

①企画提案書 

企画提案書には、以下のポイントについて記載すること。 

ア.業務実施計画 

・本業務に対する基本的な考え方 

・本業務で想定されるリスクと対応策 

・公金の取扱いへの考え方 

・契約締結から委託開始までの工程表 

・業務引継等の準備の進め方 

・業務マニュアルの作成手法 

・業務委託終了時に次期委託業者に対し、業務引継を円滑に行うための対応 

イ.業務遂行のための取組 

・市民サービス向上のための取組 

・人材育成への取組 

・業務従事者に対する研修及び教育方法 

・突発的な欠員発生時の対応と予防方法 

・制度変更、業務量変動時等への対応 

ウ.個人情報保護、情報セキュリティに対する考え方 

・事業者としての考え方 

・個人情報の管理体制、セキュリティ対策 

・プライバシーマーク・ＩＳＭＳ認証の取得状況 

・事故発生時の対応 

・業務従事者への指導体制、研修等 

エ.事業者の社会的責任への取組等 

・法令遵守に対する考え方 

・実施体制及び取組内容 
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・苦情及び業務トラブルの予防策と発生時における対応方法 

・災害発生時等の緊急時の対応 

オ.その他独自提案について 

・その他事務の効率化、市民サービスの向上となる提案及び事業者が提案するサ

ービスがあれば、その内容を記載すること。（見積金額内の提案とすること） 

②業務実施体制 

    業務実施体制を以下のポイントについて記載すること。 

ア.人員体制及び組織体制 

・通常期及び繁忙期並びに混雑時間帯の業務従事者の予定人員体制の工夫につい

て 

・現場責任者不在時の対応策について 

・業務従事者の採用計画及び労働関連法の遵守、従事者の労働環境、雇用におけ

る地域貢献についての考え方 

・現場責任者及び代行者の選定計画・確保及び育成について 

・委託者との連絡調整及び現場の支援体制について 

③参考見積書 

消費税及び地方消費税相当額を含み、税率は 10％で算出したものを記載すること。

また、積算内訳の明細書を別途添付すること。 

④会社概要 

会社概要には、財務状況関係書類も添付すること 

⑤業務実績 

    過去５年以内に、岐阜県内で別添「中津川市窓口等業務委託仕様書」の「２．業務

内容」と同等業務の受託実績がある場合は、請負実績、業務内容を証明できるものを

「別紙」として添付すること。また、請負実績の証明として、契約書の写しを提出する

場合は、契約書の表面（契約者が証明できる部分）及び仕様書等（業務内容や従事者数

がわかる部分）のみとし、約款等が記載されている部分の提出は不要とする。 

 

７.プレゼンテーション 

選定委員に対する提案説明（４０分程度）及び選定委員から質疑応答（１５分程度）

のためのプレゼンテーションを行う。 

① 実施予定日  令和７年８月２０日（水）予定 

② 会 場  中津川市役所内 

③ 提 出 資 料  プレゼンテーション用の説明資料を配付する場合は、８部用意する       

こと。 

ただし、企画提案書類に記載のないものを新たに付け加えることはで

きない。 

④ そ  の  他   ・説明は、提出された提案書に沿って行うこととし、追加資料等は認 

めない。 

・説明に必要な機材は、提案者で用意すること。 
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ただし、スクリーン及びプロジェクターは本市で用意可能。 

・プレゼンテーションの順番は、企画提案書の受付順とする。 

・日時や実施場所等の詳細については、後日通知する。 

・出席者は、３名以内。プレゼンテーションを実施する際の責任者は

必ず出席すること。 

 

８.無効又は失格 

本プロポーザルの提案者もしくは、提出された提案書が次のいずれかに該当する場合

は、その提案を無効又は失格とすることがある。 

① 提案書の提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの。 

② 提案書等の提出期限後に提案書等の内容の訂正を行ったもの。 

③ プレゼンテーションを無断で欠席したもの。 

④ 虚偽の内容が記載されているもの。 

⑤ 提案上限額を超える提案があったもの。 

⑥ その他、選定委員会で協議の結果、審査を行うに当たって不適当と認められたもの。 

 

９．審査方法及び結果通知 

（１）審査方法 

中津川市窓口等業務委託事業候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）

を設置して評価を行う。契約候補者は、評価点が最高点の５分の３以上であり、

先手委員会の評価点の合計が最も高い事業者とする。同点の場合は、見積価格が

安価な者を選定する。参加者が１者であった場合は、評価点が最高点の５分の３

以上であればその事業者を契約候補者とする。 

（２）審査基準 

提出書類及びプロポーザルについて審査し評価表により採点方式で行うもの

とする 。 

 

10．審査結果 

① 審査の結果は、決定後に市のホームページで公表するとともに提案者に文書で通知

する。 

② 審査結果に対する異議申し立ては認めない。 

 

11．事務局 

中津川市市民部市民保険課 

住 所：〒508-8501 岐阜県中津川市かやの木町 2-1 

電 話：0573-66-1111（内線 111） 

ＦＡＸ：0573-66-1375 

E-mail：kokuho【アットマーク】city.nakatsugawa.lg.jp 


